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事項 2011 2012 2013 2014 2015 … 2020 …

更なる省エネ船に向けた取組促進 （造船、海運、国）

革新的な省エネ技術の開発

現行プロジェクトの完遂（造船、海運）

技術開発への財政支援（国）

革新的な省エネ技術の開発

現行プロジェクトの完遂（造船、海運）

技術開発への財政支援（国）

(2009~) 需要減退期

イ
ノ
ベ
ー
シ

海洋環境
イニシアティブ等

CO230%削減船の普及拡大

（造船 海運）

要素技術を統合したCO230%
削減船を世界に先駆けて建造

新技術導入メリットの見える化

燃費規制等の条約化 （国）

燃費指標の先行取得等（造船、海運）

新技術導入メリットの見える化

燃費規制等の条約化 （国）

燃費指標の先行取得等（造船、海運）

(2008~)

シ
ョ
ン
促
進
・

イ シアティブ等
による受注力強化

（造船、海運）（造船、海運、国）

OECD船舶セクタ 了解の改訂（国）

製品化リスク低減の仕組作り
（造船、海運、国）

船舶輸出支援投資

ファンドの設立促進

（造船 商社 国）

海
事
ク
ラ
ス海運会社 船主

日本船主向けファイナン
支援スキ ムの検討

OECD船舶セクター了解の改訂（国）

JBIC融資対

象の拡大

（造船、商社、国）

建造コスト削減、ドル・リンク化（造船）

ス
タ
ー
強
化

海運会社・船主
支援

競争力を生む

支援スキームの検討

アフターマーケットビジネスへの進出

政策税制による支援の維持・強化

国際海運市場への競争力を生む
テーマへの取組
（ＬＮＧ燃料船）

ODAスキ イ ドネシ 石炭積出施設

LNG燃料船の普及拡大
（造船、海運）

新エネルギー船舶（LNG燃料船）の実用化

（造船、海運、国）

国際海運市場 の
導入戦略の検討

課題の抽出
合理的安全規制体系の検討
燃料供給システム模擬試験

新
市
場
へ
の海外販路開拓

ODAスキー

ムでの本邦技
術活用支援

インドネシア石炭積出施設

インド・シップリサイクル施設

輸出船ファン
ド設立促進

生産拠点官民連携体

更なる国際協力案件の形成
トルコ、ASEAN沿岸航行船の船隊整備

協力

枠組
の
構築

海底石油・ガス

の
展
開 JBIC融資対

象の拡大
クルーズ旅客船、海洋開発、サポート船の受注

アフターマーケットビジネス
生産拠点
海外展開

官民連携体
制整備

海
洋

海底石油・ガス
分野

案件例：

ブラジル・ペトロブラス
2009～2020間にリグ約
48隻、OSV約250隻、

受注実現
（キャッチアップ）

海底石油・ガス分野へ展開（世界の成長取り込み）
（造船、海運）

海外技術導入（造船、海運）

事業者連携等、効率的な体制構築（造船、海運）

JBIC融資対象の資源JBIC融資対象の資源

海外実プロジェクト参画・
ノウハウ獲得 （造船、海運）

洋
分
野
へ
の
展海洋の再生エネル

48隻、OSV約250隻、
FPSO等34隻を新規整備

国内実証プロジェクト(MOE METI) への参画 （造船）

再生可能
エネルギー国内普及 国内普及

開発案件への拡大開発案件への拡大 周辺の輸送機器（海洋施設サポート船
やアンカー敷設船）の受注・建造

2016
展
開

海洋の再生エネル
ギー分野
（浮体式洋上風車）

我が国ＥＥＺ内開

国内実証プロジェクト(MOE, METI) への参画 （造船）

国際標準化を先導（造船、国） 海外案件受注（造船・海運）

エネルギ
10%※１（造船・海運）（造船・海運）

(~2010)
外洋上プラット
フォームの

研究開発（国）

ＭＨ海洋産出試験 海底熱水鉱床実証試験等への参画（造船 海運）
ＥＥＺ内開発へ展開

（造船・海運）（造船・海運）実用化
目標

※１ エネルギー基本計画（2010年６月 閣議決定）

2018目途

発

人
材産

ＭＨ海洋産出試験、海底熱水鉱床実証試験等への参画（造船、海運） （造船、海運）

産学連携の強化
方策の協議の場
の設置（国）

寄附/共同研究講
世界に通用する

※２ 海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（2009年3月 経済産業省）

ＭＨ商業化等※２

材
育
成

産学連携の
更なる促進

継続的な人材育成の実施
寄附/共同研究講
座、インターンシッ
プの充実・強化
（造船、海運）

世界に通用する

プロジェクトマネー
ジャーの育成

海事クラスター内の人事交流 重要プロジェク
トへの積極的な登用（造船、海運）

企業連携・事業統合

市場環境変化と
各企業事業戦略
に応じた事業統合

大ロット発注への
対応力強化

共同開発会社の設立共同開発会社の設立
海外技術導入

産業活力再生特別措置法（産活法）その他の制度的環境整備（国）
事業分野別
指針の策定

海 技 導


